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対前年度比 対前年度比

億円 億円 億円 億円

（非公共）

一般政策経費 910 860 94% 224 1,084 119%

エネルギー特会繰入 455 815 179% 35 850 187%

計 1,365 1,675 123% 259 1,934 142%

545 491 90% 181 672 123%

1,910 2,166 113% 440 2,606 136%

対前年度比 対前年度比

億円 億円 億円 億円

東日本大震災復興
特別会計

8,258 8,439 102% 8,439 102%

　　うち、復興庁一括計上分 8,216 8,369 102% 8,369 102%
　　　　　環境省計上分 42 71 168% 71 168%
　　　　　（原子力規制委員会除く）

エネルギー対策特別会計 513 935 182% 48 983 191%

(39) (101) (101)
　　うち、エネルギー需給勘定 494 916 185% 35 952 193%
　　       電源開発促進勘定 19 18 95% 13 31 163%

8,772 9,374 107% 48 9,422 107%

対前年度比 対前年度比

億円 億円 億円 億円

10,227 10,724 105% 453 11,177 109%
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　合　　計

一般会計＋特別会計
（除：ｴﾈﾙｷﾞｰ特会繰入）

※１　グリーン、ライフ分野等の特別重点要求・重点要求である。 ※２　エネルギー特会：エネルギー対策特別会計である。

※３　上段（　）は、「剰余金」であり、内数である。

（注）四捨五入等の理由により、係数が合致しない場合がある。

平成24年度
当初予算額

平成25年度

一般要求
額

　特別重点要求
・重点要求額

計

　特別重点要求
・重点要求額

計

（公　共）

合　　　計

【特別会計】

平成24年度
当初予算額

　特別重点要求
・重点要求額

計

平成25年度

平成２５年度環境省概算要求の概要

平成25年度

合　　　計

【一般会計】

平成24年度
当初予算額 一般要求

額

一般要求
額

※２ 

※１ 

   － 

   － 

   － 

※

※

※３ 
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平成２５年度環境省重点施策の概要 

平成２４年９月 

環  境  省 

 

 

 

 

 

〔  〕内は主な予算措置の例 
 
Ⅰ 東日本大震災からの復旧・復興 

１．放射性物質による環境汚染への対応 

除染、中間貯蔵施設 

放射性物質汚染対処特措法に基づき、国直轄の除染等を実施するとと

もに、市町村が実施する除染等を推進する。また、福島県における土壌

等の中間貯蔵施設の設置に向け、施設の実施設計等を行う。 

放射性物質により汚染された土壌等の除染の実施  4,996億円 

中間貯蔵施設検討・整備事業            139億円 

 

汚染された廃棄物の処理 

    国の責任において福島県の対策地域内の廃棄物の処理を進める。また、

放射性物質により汚染された指定廃棄物等の最終処分場の設置等を行う。 

      放射性物質汚染廃棄物処理事業  1,332億円 

 

健康管理対策・健康不安対策、放射性物質に関する調査・研究 

    原子力被災者の健康確保に万全を期すため、放射線の健康影響等の調

査研究、ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの強化を行うとともに、その拠点の整備を進める。

また、環境中の放射性物質に関する研究拠点整備の支援を行う。 

       （新）「放射線医学・県民健康管理センター（仮称）」整備事業  61億円 

（新）福島におけるゲノム解析による放射線遺伝影響調査    12億円 

       （新）福島環境回復・創造等調査・研究拠点整備費補助    140億円 

 

２．災害廃棄物の着実な処理 

   災害廃棄物の処理について、平成 25年度末を目処に処理を完了するとい

う目標の達成に向け、市町村の支援、広域処理の推進等を行う。 

Ⅰ．除染、がれきの処理などによる東日本大震災からの復旧・復興 

Ⅱ．省エネルギーの促進、再生可能エネルギーの飛躍的導入などによる、

持続可能で世界をリードするグリーン成長国家の実現 

を２本柱に、日本再生に環境分野から貢献していく。 
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３．震災に伴う環境汚染への対応 

  震災に伴う環境汚染に対応するため、海洋環境モニタリング、環境残留

性等が高い化学物質の調査、洋上漂流物の実態把握等を行う。 

 

４．三陸復興国立公園の整備 

  「三陸復興国立公園」の創設と公園利用施設の整備、東北海岸トレイル

の設定等を通じ、観光をはじめとした地域振興を図り、復興に貢献する。 

 

５．東日本大震災の教訓を踏まえた持続可能な地域づくり 

   被災地において再生可能エネルギーの導入を進めるなど、震災の教訓を

踏まえた地域づくりを推進する。 

 

Ⅱ 持続可能な社会づくり 

１．世界をリードするグリーン成長国家の実現 

温室効果ガスの中長期的な排出削減の着実な実施 

世界最高水準の省エネルギー 

      先進的な省エネ投資に対する金融支援等を充実するとともに、地域

発、家庭・民生発の省エネ・イノベーションを促進する。 

（新）グリーンビルディング普及促進ファンド創設事業  10億円 

 （新）物流の低炭素化促進事業（国交省連携）      30億円 

 

再生可能エネルギーの飛躍的な拡大 

    特に地熱開発などを戦略的に進めるとともに、導入拡大を支える系

統強化、農山漁村など様々な分野との連携事業を進める。 

（新）地熱開発加速化支援・基盤整備事業             5億円 

 洋上風力発電実証事業                     16億円 

（新）地域循環型バイオガスシステム構築モデル事業（農水省連携） 10億円 

風力発電等に係る環境アセスメント基礎情報整備モデル事業    13億円 

 

低炭素社会に向けたライフスタイルの変革、技術の開発・普及等 

 低炭素社会の構築に向け、国民のライフスタイル変革を定着させる

とともに、低炭素技術の開発・普及などを進める。 

ライフスタイルの変革                17億円 

       地球温暖化対策技術開発等事業（競争的資金）     60億円 

先進対策の効率的実施によるＣＯ２排出量大幅削減事業  30億円 
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持続可能な社会とグリーン経済の構築 

持続可能な地域づくり 

       自立・分散型エネルギーシステムの導入等により、災害に強く環境

負荷の小さい地域づくりを目指す。 

      グリーンニューディール基金の拡充                250億円 

      （新）廃熱利用等によるグリーンコミュニティー推進実証事業    25億円 

再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業  16億円 

 

環境金融の拡大、多様な主体の行動のグリーン化 

環境に配慮した金融を促進するとともに、事業活動、消費行動など

多様な主体の行動や製品をグリーン化する。 

（新）グリーンファイナンス促進事業   12億円 

  家庭・事業者向けエコリース促進事業  18億円 

 

基盤となる研究・技術開発、環境影響評価、人づくり 

     持続可能な社会づくりの基盤となる、政策の研究や技術開発、環境

影響評価の効率的な実施、環境教育による人づくり等を行う。 

環境研究総合推進費            110億円 

 （新）持続可能な社会を担う人材育成事業   3億円 

 

持続可能な社会に向けた世界への貢献 

国際枠組みの提案等により、気候変動交渉を主導する。我が国の優れ

た環境技術を活用して、世界全体の温室効果ガス削減等に貢献する。 

      二国間オフセット・クレジット制度の構築等事業        41億円 

いぶき（GOSAT）観測体制強化及びいぶき後継機開発体制整備  37億円 

  

 

２．循環型社会の実現 

循環型社会の実現を目指し、震災の教訓を踏まえた災害に強い廃棄物処

理システムの構築、国内外における３Ｒの推進に向けた取組、有害廃棄物

の適正な処理等を行う。 

    （新）廃棄物処理施設災害対策整備費補助金     10億円 

     使用済小型電気電子機器リサイクル推進事業費   34億円 

     日系静脈産業メジャーの育成・海外展開促進事業   9億円 
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３．自然共生社会の実現 

人と自然が共生する社会の実現を目指し、国立公園の魅力を一層高める

とともに、生物多様性保全の科学的基盤の整備、生物多様性国家戦略の着

実な実施、人と生きものの共生に向けた取組などを進める。 

    （新）日本の宝・国立公園の魅力向上による元気な地域づくり事業    20億円 

    （新）生物多様性及び生態系ｻｰﾋﾞｽに関する科学政策ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ推進費  0.5億円 

     鳥獣保護管理強化事業費                      3億円 

動物愛護管理推進費                        1億円 

 

 

４．安全・安心な生活の確保に向けた取組 

水俣病問題をはじめとする公害健康被害者対策 

  水俣病問題の解決に向けた胎児性患者等への医療福祉や地域振興、石

綿健康被害の救済、毒ガス弾等対策に取り組む。 

      水俣病総合対策関係経費等   142億円 

 

大気環境・水環境の保全 

  水環境に関するリスク管理の徹底、より良好な大気・生活環境の確保

に向けた取組、環境管理分野における国際協力等を進める。また、海岸

漂着物対策、ヒートアイランドや熱中症対策等に取り組む。 

   （新）災害に強い国土・地域の構築のための総合的な水管理推進事業  6億円 

   微小粒子状物質（PM2.5）等総合対策費               2億円 

   （新）海岸漂着物処理事業費補助金                 1億円 

コベネフィット・アプローチの推進                7億円 

 

化学物質対策 

    水俣病と同様の健康被害や環境破壊が繰り返されないよう国際的な水

銀対策に貢献するとともに、化学物質のライフサイクル全体のリスク削

減のため包括的な化学物質対策等に取り組む。 

      （新）水銀条約外交会議開催経費                  4億円 

      （新）我が国とアジアにおける化学物質管理制度の高度化促進事業  3億円 

子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）      65億円  
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平成２５年度環境省重点施策 

 

 

＜はじめに＞ 

 

 東日本大震災から１年半が経ち、被災地は復興に向けた足取りを進めています。しかし

ながら、原発事故に伴い放出された放射性物質による環境の汚染の広がる地域では、ふる

さとから避難されている方々や、放射線への不安を抱えていらっしゃる方々が、今なお大

勢いらっしゃいます。住民の皆様が安全に安心して生活できる姿に地域を戻すことを最優

先に、復旧・復興に全力で取り組んでまいります。 

 

 具体的には、まず、放射性物質により汚染された土壌等の除染等の措置をできるだけ迅

速に進めるとともに、福島県においては、除染により発生した土壌等の中間貯蔵施設の設

置に向けた取組について、平成 27年からの供用開始を目指し、地元の皆様の理解と協力を

得ながら政府として最大限の努力を行ってまいります。その他にも、福島の被災者の方々

の健康管理・健康不安対策、指定廃棄物の処理など、究極の環境汚染である放射性物質に

よる環境汚染への対応に取り組んでまいります。 

 

 被災地の復興に向けては、復興の大前提である災害廃棄物の処理を発災後３年を目途に

処理を完了という目標に向け引き続き着実に進めるとともに、再生可能エネルギー導入の

ポテンシャルの大きさを生かした低炭素で災害に強い地域づくり、三陸復興国立公園の創

設とグリーン復興プロジェクトの実施による観光業の振興など、地域経済の活性化を図り、

東北の地が新しい地域づくりのモデルとなるような取組を進めます。 

 

 環境負荷の低減を図りつつ、それが経済にもよい影響を与えるような持続可能な社会を

つくることは、我が国が立ち向かうべき大きな課題です。環境省としては、世界をリード

するグリーン成長国家の実現に向け、世界最高水準の省エネルギーや再生可能エネルギー

の導入、持続可能な地域づくり、グリーン技術の国際市場展開などを進め、日本再生のた

めの成長エンジンとすることを目指します。また、循環型社会の実現、自然共生社会の実

現、水俣病問題解決のための医療・福祉や地域振興、安全・安心の基盤となる大気環境・

水環境の保全や化学物質対策などに取り組みます。 

 

このように、平成 25 年度においては、東日本大震災からの復旧・復興、世界をリードす

るグリーン成長国家の実現を２つの大きな柱として、持続可能な社会づくりに向けた各種

の施策を展開します。 
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Ⅰ 東日本大震災からの復旧・復興等に係る重点施策 

 

１．放射性物質による環境汚染への対応 

 

（１）放射性物質により汚染された土壌等の除染や中間貯蔵施設の設置に向けた取組 

    放射性物質汚染対処特措法に基づき、国直轄の除染等を実施するとともに、市町村

が実施する除染等を推進する。また、福島県における土壌等の中間貯蔵施設の設置に

向け、施設の実施設計等を行う。 

  【主な予算措置】                           百万円 

   ・放射性物質により汚染された土壌等の除染の実施       499,596（372,090） 

   ・中間貯蔵施設検討・整備事業                13,945（ 2,000） 

 

（２）放射性物質により汚染された廃棄物の着実な処理 

    国の責任において、福島県の汚染廃棄物対策地域内の廃棄物の処理を進めるととも

に、その他の県も含めて、放射性物質により汚染された指定廃棄物等について最終処

分場の設置等により処理を進める。 

  【主な予算措置】                           百万円 

   ・放射性物質汚染廃棄物処理事業              133,237（77,224） 

 

（３）原子力被災者の健康管理対策及び健康不安対策のための取組 

    原子力被災者の健康確保に万全を期し、また、福島県の県民健康管理調査を引き続

き国として支援するため、放射線の健康影響等に関する調査研究を行う。また、リス

クコミュニケーションの強化を図り、きめ細かなフォローを行うための福島県立医科

大学における拠点の強化等を行う。 

  【主な予算措置】                           百万円 

   ・（新）「放射線医学・県民健康管理センター（仮称）」整備事業   6,100（  0） 

・放射線の健康影響、被ばく線量評価等に関する調査研究     1,200（1,200） 

   ・（新）福島県立医科大学におけるリスクコミュニケーション拠点の強化 

700（   0） 

・（新）福島におけるゲノム解析による放射線遺伝影響調査（福島ゲノム調査） 

                                    1,192（    0） 

 

（４）放射性物質に関する調査・研究、モニタリング 

    放射性物質の環境中での動態、野生動植物への影響、汚染された廃棄物・土壌の処

理に関する科学的知見の集積等を進める。水環境について放射線モニタリングを実施

する。環境中の放射性物質等に関する研究開発、研究拠点の整備を支援する。 

【主な予算措置】                           百万円 

   ・（新）放射線による自然生態系への影響調査費            61（   0） 

   ・水環境放射性物質モニタリング調査               600（ 532） 

・放射性物質地下水質モニタリング調査              50（  50） 
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   ・被災影響海域における海洋環境関連モニタリング調査          359（  349） 

   ・放射性物質・災害と環境に関する研究                 903（ 705） 

   ・環境研究総合推進費（復興特会分）のうち、放射性物質に関する調査研究  

1,000（1,000）の内数 

   ・（新）福島環境回復・創造等調査・研究拠点整備費補助      13,958（  0） 

 

 

２．災害廃棄物の着実な処理 

  災害廃棄物を処理する市町村等への財政的支援や広域処理の推進、国による処理の代

行等により、平成 25年度末を目処に処理を完了するという目標の達成に向けて、災害廃

棄物の処理を着実に進める。 

【主な予算措置】                          百万円 

  ・災害等廃棄物処理事業費補助金             116,762（296,042） 

＜うち、復興特会 116,562（295,842）＞ 

  ・災害廃棄物処理代行事業                    6,289（ 16,068） 

  ・震災がれき処理促進地方公共団体緊急支援基金事業（グリーン 

ニューディール基金）                  12,491（ 32,137） 

  ・災害廃棄物広域処理等支援事業              1,929（   198） 

  ・循環型社会形成推進交付金（公共）（浄化槽分を除く）   67,562（ 46,434） 

＜うち、復興特会 27,311（ 17,620）＞ 

 

 

３．震災に伴う環境汚染への対応 

  被災影響海域での海洋環境モニタリング及び被災地における環境残留性や有害性が高

い化学物質の調査を実施する。また、震災に伴う洋上漂流物の実態把握、関係国への情

報提供等を行う。 

【主な予算措置】                          百万円 

  ・東日本大震災の被災地における化学物質環境実態追跡調査    150（     99） 

・被災影響海域における海洋環境関連モニタリング調査（再掲） 359（   349） 

 

 

４．三陸復興国立公園等の整備による復興への貢献 

  東北太平洋岸の自然公園を再編した「三陸復興国立公園」の創設と公園利用施設の整

備を行うとともに、東北海岸トレイルの設定、エコツーリズムの推進、自然環境の再生、

ＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）の推進、自然環境モニタリングなどを通じて、

被災地の復興に貢献するとともに、自然と共生する地域の実現を目指す。 

【主な予算措置】                          百万円 

   ・三陸復興国立公園等復興事業（公共）           2,115（  1,109） 

   ・三陸復興国立公園再編成等推進事業費           501（  200） 
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５．東日本大震災の教訓等を踏まえた持続可能な地域づくり 

低炭素で災害に強く、資源循環にも配慮した持続可能な地域づくりを推進するため、

地方公共団体が行う防災拠点等への再生可能エネルギー等を活用した自立・分散型エネ

ルギーシステムの導入等を支援する。 

【主な予算措置】                            百万円 

  ・再生可能エネルギー等導入推進基金事業（グリーンニューディール基金） 

25,000（12,100） 

・地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業 

1,600（ 1,000） 

・地域主導による再生可能エネルギー事業のための検討事業     600（  413） 

・（新）被災地における再生可能エネルギー事業のための検討・推進事業 

 600（   0） 

・小規模地方公共団体対策技術率先導入補助事業          300（  300） 

  ・バイオ燃料導入加速化事業                  1,500（  981） 

・病院等へのコージェネレーションシステム緊急整備事業（厚生労働省連携事業）                     

507（ 1,000） 

  ・災害等非常時にも効果的な港湾地域低炭素化推進事業（国土交通省連携事業） 

                   2,750（ 1,400） 

  ・（新）木質バイオマスエネルギーを活用したモデル地域づくり推進事業 

（農林水産省連携事業）                   2,500（   0） 

  ・自立・分散型給配電システム技術実証事業           2,000（  720） 

・東日本大震災復興に係る自然冷媒冷凍等装置導入緊急支援     400（  300） 

 

 

６．放射性物質による環境汚染への対処に係る制度的対応 

  環境基本法の改正により、放射性物質による汚染も環境政策の対象となったことを受

け、関係個別法についても見直しの検討を行う。 
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Ⅱ 持続可能な社会づくりのための重点施策 

 

１．世界をリードするグリーン成長国家の実現 

世界全体の気温上昇を２℃以内にとどめるという気候変動対策の究極の目的を視野に

入れ、2050年に世界全体で半減、我が国として 80％削減という温室効果ガス削減の長期

目標を実現するため、地球温暖化対策のための税が本格的に導入されることも踏まえ、

国内対策を抜本的に充実させるとともに、国際交渉を主導しつつ、我が国の優れたグリ

ーン技術を活かした世界全体での排出削減に貢献する。 

こうしたことを踏まえ、地球温暖化対策に関する事業を総点検し、 

・省エネルギーや再生可能エネルギー等について明確な目標を設定し、 

・各省庁や地方公共団体等国をあげて取り組む枠組みを構築し、 

・長期的・世界的視点でグリーン成長を進めることとする。 

これらを通じ、世界をリードするグリーン成長国家の実現を目指し、日本再生のため

の成長エンジンとする。 

 

（１）新たな計画に基づく温室効果ガスの中長期的な排出削減の着実な実施 

平成 24年内に策定予定の中長期の政府温暖化対策計画を着実に実施するため、関係

府省との連携はもとより様々な主体の得意分野の力を最大限に発揮しながら、日本の

総力を結集して取り組む。また、適応戦略の具体化のために必要な検討を関係府省で

一体となって進める。 

 

① 他の追随を許さない世界最高水準の省エネルギーの実現 

     先進的な省エネ投資に対する金融などによる支援を充実するとともに、地域にお

ける公共施設への省エネ技術の導入や住宅・建築物の低炭素技術の先導的導入など、

地域発、家庭・民生発の省エネ・イノベーションを促進するための施策を強化する。 

【主な予算措置】                          百万円 

   ・（新）グリーンビルディング普及促進ファンド創設事業    1,000（  0） 

   ・サプライチェーンにおける排出削減量の見える化推進事業    484（ 122） 

・（新）物流の低炭素化促進事業（国土交通省連携事業）     3,000（  0） 

   ・エコ賃貸住宅ＣＯ２削減実証事業（国土交通省連携事業）     100（ 100） 

・（新）地域のエネルギーマネジメントによる低炭素社会構築事業 

（総務省連携事業）                     100（  0） 

   ・（新）省ｴﾈ型ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ構築・活用促進事業（総務省連携事業） 1,000（  0） 

・鉄道を活用した物流の低炭素化促進事業（国土交通省連携事業） 338 ( 169) 

・（新）上水道システムにおける再エネ・省エネ等導入促進事業 

（厚生労働省連携事業）                  1,000（   0） 

 

② 世界最高水準の再生可能エネルギー導入の実現 

   純国産資源としての地熱開発を戦略的に進めるとともに、再生可能エネルギーの

導入拡大を支える系統強化技術等先進的技術の実証、農山漁村、港湾、資源循環、

水処理など様々な分野との連携事業などを通じ、再生可能エネルギー導入の抜本的



- 11 - 

 

拡充を図る。 

【主な予算措置】                          百万円 

・（新）地熱開発加速化支援・基盤整備事業           500（  0） 

・洋上風力発電実証事業                   1,600（3,048） 

・風力発電等に係る環境アセスメント基礎情報整備モデル事業  1,332（  834） 

・再生可能エネルギー出力安定化のための蓄電池導入促進事業  1,035（1,035） 

   ・自立・分散型給配電システム技術実証事業（再掲）      2,000（ 720） 

・地域主導による再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ事業のための検討事業（再掲）  600（ 413） 

   ・小規模地方公共団体対策技術率先導入補助事業（再掲）     300（ 300） 

・（新）被災地における再生可能エネルギー事業のための検討・推進事業 

（再掲）                          600（  0） 

   ・循環型社会形成推進交付金(公共)のうち高効率ごみ発電施設 15,857（    0） 

・（新）廃棄物発電の高度化支援事業       100（    0） 

・（新）エコレールラインﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業（国土交通省連携事業） 3,000（  0） 

・災害等非常時にも効果的な港湾地域低炭素化推進事業（国土交通省 

連携事業）（再掲）                    2,750（1,400） 

   ・バイオ燃料導入加速化事業（再掲）             1,500（ 981） 

・（新）木質バイオマスエネルギーを活用したモデル地域づくり推進事業 

（農林水産省連携事業）（再掲）              2,500（  0） 

・（新）上水道システムにおける再エネ・省エネ等導入促進事業 

（厚生労働省連携事業）（再掲）               1,000（   0） 

・（新）地域循環型バイオガスシステム構築モデル事業（農林水産省連携事業） 

1,000（  0） 

・（新）地中熱利用ヒートポンプシステムの普及促進を図るための技術開発 

推進事業                           200（    0）  

・（新）先進的地中熱利用ヒートポンプシステム導入促進事業    213（  0） 

・地球温暖化対策技術開発等事業（競争的資金）        6,000（6,000） 

 

③ 低炭素社会にふさわしいライフスタイル変革の定着 

     ＩＰＣＣが公表する予定の新たな知見を踏まえた国民運動の強化のための人材育

成等を進めるとともに、「あかり未来計画」の展開や国民の行動変容を促す最新の低

炭素技術の普及などを通じ、ライフスタイル変革を定着させる。 

【主な予算措置】                          百万円 

   ・低炭素型ライフスタイル定着促進事業            1,001（ 681） 

    ・（新）地球温暖化影響の理解及び国民に向けたライフスタイル変革の 

促進運動事業                        703（  0） 

・家庭エコ診断推進基盤整備事業                482（ 257） 

・ＨＥＭＳ活用によるＣＯ２削減ポイント構築推進事業        94（  94） 

・各家庭のライフスタイルに合わせた需要サイドの低炭素化サポート 

システム普及促進実証事業                   53（  53） 

・(新)木材利用推進・省ｴﾈ省 CO２実証事業(農林水産省連携事業)   500（  0） 
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④ 低炭素投資へ資金が流れる仕組みづくり 

     我が国の削減ポテンシャルを最大限引き出すため、温暖化対策技術の導入に対す

る金融支援や技術支援を展開するとともに、カーボン・オフセットなどの市場メカ

ニズムの積極的な活用を通じて、低炭素投資の拡大を図る。 

【主な予算措置】                          百万円 

    ・カーボン・オフセット等に用いる新クレジットの創出事業    873（ 335） 

・カーボン・オフセット推進事業                700（ 575） 

・地域における市場メカニズムを活用した低炭素化推進事業    500（ 188） 

・ＣＯ２削減ポテンシャル診断と利子補給の「ワンストップ化」事業 

1,065（ 246） 

・先進対策の効率的実施によるＣＯ２排出量大幅削減事業     3,000（1,000） 

・(新)グリーンビルディング普及促進ファンド創設事業（再掲） 1,000 (  0） 

 

⑤ 先導的な低炭素技術等の効率的、効果的な普及 

     革新的・先導的な地熱開発や海洋エネルギーの技術シーズの発掘等を含む低炭素

技術開発や実証研究を戦略的に進めるとともに、国際市場への展開も視野に入れた

浮体式洋上風力発電の商用スケールでの実証を進める。 

また、中長期計画を着実に実施し、2050年 80％削減を実現するため、再生可能エ

ネルギー大量導入のための系統対策等基盤整備の行程を具体的に整理したロードマ

ップの策定等を行うとともに、蓄電池技術を活用した系統強化のためのプロジェク

トを展開する。 

【主な予算措置】                          百万円 

・（新）地熱開発加速化支援・基盤整備事業（再掲）       500（  0） 

・洋上風力発電実証事業（再掲）               1,600（3,048） 

・（新）洋上大型風車作業船の早期実用化推進事業（国土交通省連携事業） 

                               200（  0） 

   ・自立・分散型給配電システム技術実証事業（再掲）      2,000（ 720） 

・再生可能エネルギー出力安定化のための蓄電池導入促進事業（再掲）  

1,035（1,035） 

   ・2013年以降の温暖化対策の計画等に関するＰＤＣＡ実施費    75（ 102） 

・地球温暖化対策技術開発等事業（競争的資金）（再掲）     6,000（6,000） 

・（新）エネルギー対策特別会計技術評価費           600（  0） 

 ・特殊自動車における低炭素化促進事業（国土交通省連携事業）  260（ 130） 

 

⑥ フロン類対策の抜本的強化 

     温室効果の高いフロン類対策の抜本的拡充のため、３割程度にとどまるフロン類

の回収率の向上等による確実な破壊等、機器使用時の漏洩の防止を柱とする制度改

革等を行うとともに、ノンフロン製品等の普及を促進する。 

【主な予算措置】                         百万円 

   ・フロン等対策推進調査費                  120（ 106） 

   ・省エネ型ノンフロン整備促進事業              600（ 250） 
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   ・東日本大震災復興に係る自然冷媒冷凍等装置導入緊急支援（再掲） 

                                  400（ 300） 

   ・（新）スポーツ施設の自然冷媒冷却装置導入促進事業（文部科学省 

連携事業）                        400（   0） 

 

⑦ 我が国における温暖化影響の評価と適応戦略の具体化 

     最新の科学的な知見を踏まえた気候変動シナリオを活用し、我が国の温暖化とそ

の影響を予測・評価し、広報普及活動を幅広く展開するとともに、国レベルの適応

計画等を策定し、我が国への影響に戦略的に適応する。 

【主な予算措置】                         百万円 

・（新）地球温暖化影響の理解及び国民に向けたライフスタイル変革の 

促進運動事業（再掲）                   703（  0） 

 ・気候変動影響評価・適応推進事業              276（ 299） 

   ・気候変動による水循環への影響評価・適応策検討費       19（  11） 

 

 

（２）持続可能な社会とグリーン経済の構築 

    リオ＋20の成果、第４次環境基本計画の策定等を受け、以下の施策を有機的・総合

的に展開することにより、低炭素、循環、自然との共生等を統合的に達成するような、

持続可能な地域や経済システムの構築を進める。 

 

① 持続可能な地域づくり 

      地方公共団体や民間事業者等が行う再生可能エネルギーや未利用エネルギーによ

る自立・分散型のエネルギーシステムの導入等を支援し、災害に強く環境負荷の小

さい地域づくり、地域からのグリーン成長の実現を図る。 

【主な予算措置】                         百万円 

    ・再生可能エネルギー等導入推進基金事業（グリーンニューディール基金） 

     （再掲）                        25,000（12,100） 

    ・（新）廃熱利用等によるグリーンコミュニティー推進実証事業 2,500（  0） 

    ・地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくり 

モデル事業（再掲）                    1,600（1,000） 

    ・（新）住民参加による低炭素都市形成計画策定モデル事業    222（  0） 

・地方公共団体実行計画実施推進事業              85（  93） 

     ・（新）地域における課題解決型バリューチェーン形成促進事業 1,000（  0） 

 

② 環境金融の拡大や事業活動、製品、消費行動等のグリーン化 

グリーン経済を推進するため、地域金融機関への裾野の拡大など環境に配慮した

金融を促進するとともに、基準の整合化等による国際展開を含め環境配慮型製品等

の一層の普及を図る。 

    【主な予算措置】                        百万円 

・家庭・事業者向けエコリース促進事業            1,800（ 1,800） 
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・（新）グリーンファイナンス促進事業               1,200（   0） 

・グリーン経済における情報開示基盤の整備・金融のグリーン化推進事業              

80（   42） 

    ・環境配慮製品等の国際展開促進事業              41（    3) 

    ・消費者によるエコなお買い物促進策検討事業                   30 (    20) 

・税制全体のグリーン化推進検討経費              30（   19） 

 

③ 持続可能な社会やグリーン・イノベーションを促進するための研究・技術開発 

      低炭素、循環、自然共生等を統合的に達成する持続可能な社会を実現するための

効果的な政策の研究を行う。また、グリーン・イノベーションを促進するための研

究開発を推進する。 

   【主な予算措置】                          百万円 

・（新）持続可能な社会実現のためのトップダウン型政策形成事業  20（  0） 

・グリーン経済の実現に向けた政策研究と環境ビジネス情報整備・ 

発信事業                          200（ 190） 

      ・（新）自然模倣技術・システムによる環境技術開発推進事業       10（  0) 

・自立・分散型給配電システム技術実証事業（再掲）      2,000（  720） 

・いぶき（GOSAT）観測体制強化及びいぶき後継機開発体制整備  3,700（1,352） 

・環境研究総合推進費（一部再掲）                  11,000（6,670） 

・地球温暖化対策技術開発等事業（競争的資金）（再掲）     6,000（6,000） 

 

④ 環境影響評価制度の効果的・効率的な実施 

      環境影響評価制度について、放射性物質汚染への対応、手続の合理化等について

検討を行う。また、風力発電等の立地可能性のある地域におけるアセス基礎情報を

整備する。 

   【主な予算措置】                          百万円 

    ・環境影響評価制度合理化・最適化経費                 82（  34） 

    ・風力発電等に係る環境ｱｾｽﾒﾝﾄ基礎情報整備モデル事業（再掲） 1,332（  834） 

 

⑤ 持続可能な社会の基盤となる人づくりと協働取組 

      環境教育等促進法の改正を踏まえた各種取組を推進するとともに、平成 26年に日

本で開催される「ＥＳＤに関するユネスコ世界会議」に向けて、環境教育を一層推

進する。また、地域の多様な主体との協働のもと、その資源や創意工夫を最大限活

用し、持続可能な社会づくりに取り組む協働取組モデル事業を展開するとともに、

被災地の環境ＮＰＯの支援を行う。 

   【主な予算措置】                          百万円 

    ・環境教育強化総合対策事業                     120（ 102） 

    ・（新）持続可能な社会を担う人材育成事業               261（  0） 

    ・（新）環境保全に係る協働取組による地域活性化推進事業       251（  0） 

    ・地方環境パートナーシップ推進費                  148（  91） 
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（３）持続可能な社会の構築に向けた世界への貢献 

    気候変動に関して、2010年のカンクン合意を着実に実施するとともに、2020年以降

の新たな法的枠組みの合意に向けて国際交渉を主導するための取組を強化する。また、

リオ＋20の成果を踏まえ、二国間、多国間の協力を強化する。 

 

① 気候変動交渉を主導する取組 

2020年以降の新たな法的枠組みについて、我が国から提案を行うなど国際交渉を

主導する。また、2020 年までの取組に関するカンクン合意の着実な実施に貢献する

ため、国際的なＭＲＶ（測定、報告、検証）制度における主導的な対応や、ＭＲＶ

制度・技術移転を含む途上国支援制度等の実施に向けた具体的な検討等を行う。 

【主な予算措置】                         百万円 

 ・将来国際枠組みづくり推進経費               120（  93） 

    ・温室効果ガス排出・吸収量目録関連業務           190（  174） 

 

② 世界全体の温室効果ガス排出削減への貢献 

      我が国の優れた技術による海外での排出削減を進め、その効果を適切に評価する

ための二国間オフセット・クレジット制度の具体化に向けて国際交渉を進めるとと

もに、平成 25年度からの制度開始を目指し、体制構築支援や具体的プロジェクトの

実現等を図る。また、宇宙からの温室効果ガス排出削減努力のモニタリングに向け

て、「いぶき」後継機を開発する。 

   【主な予算措置】                         百万円 

    ・二国間オフセット・クレジット制度の構築等事業      4,093（ 3,184） 

    ・いぶき（GOSAT）観測体制強化及びいぶき後継機開発体制整備（再掲） 

                                 3,700（ 1,352） 

 

③ 持続可能な社会の実現に向けた環境協力 

      持続可能な開発目標（ポスト・ミレニアム開発目標）の策定プロセスへの積極的

な貢献や日中韓三カ国環境大臣会合の日本開催などを通じた東アジアを中心とする

二国間・多国間の環境協力の充実により、持続可能な社会づくりに向けた世界の取

組に貢献する。我が国の先進的な環境技術や環境サービスの海外輸出を推進するた

め、環境配慮的な貿易メカニズムの戦略的検討を進める。アジア太平洋地域の研究

ネットワーク等を通じて我が国の知見を途上国と共有することにより、低炭素成長

や適応などの温暖化に対応する各国における政策の策定に貢献する。 

   【主な予算措置】                         百万円 

    ・国際連携戦略推進費                     79 (    68) 

    ・環境国際協力推進費                    197（  171） 

     ・低炭素社会国際研究ネットワーク事業                      87（    89） 

    ・気候変動影響評価・適応推進事業（再掲）                  276（   299） 

・（新）短期寿命気候汚染物質削減に関する国際パートナーシップ拠出金 

関連業務                         303（   0） 

・途上国におけるコベネフィット効果検証・実証事業         565（  515） 
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２．循環型社会の実現 

  東日本大震災を踏まえ、災害に強い廃棄物処理システムの構築を進める。また、より

質の高い３Ｒを目指す取組や、世界規模での環境負荷低減と我が国経済の活性化に資す

る静脈産業の支援などを進めるとともに、有害廃棄物等の適正な処理を推進する。 

 

（１）災害に強い廃棄物処理システムの構築等 

    廃棄物処理施設における防災対策を推進し、災害時においても機能の維持や拠点と

しての活用が図られるよう市町村等を支援するなど、災害に強い廃棄物処理システム

を構築する。また、災害に強い浄化槽に関する技術的検討を行うとともに、浄化槽の

早期整備の支援などの取組を進める。 

   【主な予算措置】                           百万円 

   ・浄化槽整備事業計画支援事業費                 10（  14） 

  ・浄化槽有効利用・技術開発調査検討費               9（   9） 

・循環型社会形成推進交付金（公共）（浄化槽分を除く）(再掲） 67,562（46,434） 

・循環型社会形成推進交付金（公共）（浄化槽分）         8,421（ 8,421） 

  ・（新）廃棄物処理施設災害対策整備費補助金（公共）         1,000（     0） 

 

（２）国内外における循環型社会の構築に向けた取組 

    使用済小型電子機器等について、本年８月に公布された使用済小型電子機器等の再

資源化の促進に関する法律に参加する市町村への支援等を行うとともに、輸出入の適

正化を図る。また、リサイクルに比べ取組の遅れている２Ｒ（リデュース・リユース）

の総合的な戦略の展開や地域循環圏の形成に取り組むとともに、日系静脈メジャーの

育成・海外展開の促進等を通じ世界規模での循環型社会の構築を目指す。 

  【主な予算措置】                          百万円 

   ・使用済小型電気電子機器リサイクル推進事業費        3,356（  242） 

   ・（新）使用済電子機器等に係る輸出入の適正化事業費       10（   0） 

   ・総合的な２Ｒ（リデュース・リユース）戦略の展開を中心とした 

「質」に着目した循環資源の利用促進・高度化          70（   90） 

   ・日系静脈産業メジャーの育成・海外展開促進事業        920（   719） 

   ・し尿処理システム国際普及推進事業費              14（   15） 

 

（３）有害廃棄物等の適正な処理 

    放射性物質による汚染廃棄物や、浄水場の利水障害の原因物質等未規制物質を含む

廃棄物に係る処理基準等の検討を行う。また、ＰＣＢ廃棄物の早期処理完了に向けた

処理体制の確保を図る。 

【主な予算措置】                          百万円 

   ・放射性物質汚染廃棄物の適正処理等調査検討事業        55（  192） 

   ・（新）未規制物質を含む廃棄物に係る処理基準等検討調査     7（   0） 

   ・ＰＣＢ廃棄物適正処理対策推進事業              146（  114） 

   ・ＰＣＢ廃棄物対策推進費補助金               1,500（ 1,500） 

   ・ＰＣＢ処理施設整備事業                  7,720（ 7,720） 
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３．自然共生社会の実現 

  我が国を代表する自然の風景地である国立公園の魅力をより一層高めるとともに、平

成 24 年に改定する生物多様性国家戦略の着実な実施や人と生きものの共生できる社会

の構築に向けた取組を進め、自然共生社会の実現を目指す。 

 

（１）国立公園の魅力向上のための取組 

    ジオパークの取組等と連携しつつ、多言語による統一的な情報発信等による利用サ

ービスの向上、エコツーリズムを通じた地域づくりへの支援、地域の資源を積極的に

活用するための施設整備等により、国立公園の魅力を向上させるとともに、地方自治

体等の多様な関係者との協働による国立公園の管理運営の充実強化を図る。 

また、アジアで初めての自然公園関係者による「第１回アジア自然公園会議」を開

催し、三陸復興国立公園をはじめとする我が国の国立公園の取組を世界に発信する。 

【主な予算措置】                          百万円 

  ・（新）日本の宝・国立公園の魅力向上による元気な地域づくり事業（一部公共） 

                                2,000（   0） 

  ・（新）アジア保護地域イニシアティブ構築推進事業        120（   0） 

   ・自然公園等事業費（公共）                   7,412（ 8,235） 

 

（２）生物多様性国家戦略に基づく取組の強化 

    生物多様性が有する様々な価値を評価・可視化し、多様な主体による取組を促進す

る。保護区の指定、湿地や海洋の保全、世界自然遺産の登録及び適切な保全管理など

を推進するとともに、生物多様性保全の科学的基盤の整備や国際貢献を進める。 

【主な予算措置】                           百万円 

・国立・国定公園新規指定等推進事業費               162（ 32） 

  ・（新）重要湿地保全再生推進事業                   12（  0） 

・遺産地域等貴重な自然環境保全推進費                         81（ 92） 

  ・奄美地域国立公園指定推進調査費                             55 (  11) 

  ・愛知目標の実現に向けた COP10主要課題検討調査費          72（ 90） 

  ・(新)生物多様性及び生態系ｻｰﾋﾞｽに関する科学政策ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ推進費  47（  0） 

・農薬による生物多様性への影響評価事業              26（ 10） 

 

（３）人と生きものの共生できる社会の構築 

    鳥獣被害対策の担い手確保や国立公園等でのシカ対策など鳥獣害の大幅な減少を目

指す取組を進める。また、トキをはじめとする希少種の保護増殖や外来種対策を引き

続き推進する。動物愛護管理法の改正を踏まえた対策強化や普及啓発を進める。 

【主な予算措置】                           百万円 

・特定野生生物保護対策費                      282（  249） 

   ・鳥獣保護管理強化事業費                    285（  285） 

   ・外来生物対策管理事業費                       35（  27） 

・国立公園等シカ管理対策事業費                 193（  41） 

・動物愛護管理推進費                           135（  94） 
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４．安全・安心な生活の確保に向けた取組 

  国民の安全・安心な生活の確保は、環境行政の原点である。公害健康被害対策等に真

摯に取り組むとともに、安全・安心の基盤となる大気・水・土壌環境を保全するための

取組や化学物質対策を推進する。 

 

（１）水俣病問題をはじめとする公害健康被害者対策等 

    水俣病特措法等に基づき、胎児性患者の方々等に対する医療・福祉や地域振興など、

水俣病問題解決のための総合的な対応を図る。また、石綿健康被害の救済、毒ガス弾

等対策を着実に実施する。 

【主な予算措置】                         百万円 

    ・水俣病総合対策関係経費等               14,174（11,412） 

・「環境首都水俣」創造事業（上記経費の一部）        269（  200） 

    ・中皮腫登録データベース構築事業              16（    12） 

・茨城県神栖市における有機ヒ素化合物による環境汚染及び健康被害に係る 

緊急措置事業費                      102（  104） 

 

 

（２）安全・安心の基盤となる大気環境・水環境の保全 

    災害や事故時の対策を進めるなど水環境の保全を推進するとともに、光化学オキシ

ダント、微小粒子状物質対策など大気環境の保全を進める。また、環境管理分野にお

ける国際協力を我が国の経済成長にも役立つ形で実施する。 

   

① 水環境に関するリスク管理の徹底や生物多様性の確保に向けた取組 

水質事故に備えた危機管理・リスク管理を推進する。また、水環境における生物

多様性の確保や適正な地下水の保全と利用のための管理方策の検討等を行う。 

    【主な予算措置】                          百万円 

    ・（新）災害に強い国土・地域の構築のための総合的な水管理推進事業 

550（   0） 

   ・水質環境基準検討費（新規項目基準化検討業務）        70（  78） 

・生物応答を利用した水環境管理手法の推進           24（  29） 

・（新）有明海・八代海等再生評価支援事業            125（   0）  

・（新）今後の総量削減制度の在り方の検討に向けた総合調査   33（   0） 

・地盤沈下等水管理推進費                   29（  18） 

・農薬リスク総合評価業務費                  60（  50） 

   ・農薬水域生態リスクの新たな評価手法確立事業         27（  32） 

   ・農薬による生物多様性への影響評価事業（再掲）        26（  10） 

 

② 地域の実情に応じた海岸漂着物対策 

 地域の実情に応じた海岸漂着物対策を推進するため、海岸管理者等の実施する海

岸漂着物対策（回収・処理、発生源対策等）に要する費用の一部に対する支援を行

う。 
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【主な予算措置】                          百万円 

   ・（新）海岸漂着物処理事業費補助金               100（   0） 

 

③ より良好な大気・生活環境の確保に向けた取組 

      光化学オキシダント及び微小粒子状物質対策について、モニタリングの充実、発

生源・生成機構の把握、効果的対策の検討等、総合的な取組を推進する。 

自動車起因の環境負荷低減に向け実使用環境下における排出ガスの実態調査や対

策の検討等を行うとともに、交通騒音に対する新たな評価・対策手法の検討を行う。 

【主な予算措置】                         百万円 

・微小粒子状物質（PM2.5）等総合対策費           185（  216） 

・光化学オキシダント総合対策推進費             55（   64） 

・自動車排出ガス・騒音規制強化等推進費            80（   67） 

・自動車等大気環境総合対策費                213（  221） 

・交通騒音振動対策調査検討費                 47（  39） 

・騒音・振動規制対策費のうち、風力発電施設からの騒音・低周波音など 

新たな騒音・振動問題等に対する対応            18（  14） 

 

④ ヒートアイランド対策や熱中症対策の強化 

      人への熱ストレスを低減する適応策に係る調査検討や暑さ指数に関する情報提供

の一層の充実を図るほか、熱中症に係る基礎知識や対策等についての講習会等を行

う。 

【主な予算措置】                         百万円 

    ・適応策を中心としたヒートアイランド対策の強化       80（  30） 

・熱中症対策緊急推進事業                      35（    35） 

 

⑤ 環境管理分野における国際協力 

      我が国の水処理技術を活用したビジネス展開をはじめとして、環境対策技術等を

法制度整備及び人材育成とパッケージとして展開することにより、アジアを主とす

る途上国の環境改善を図る。 

また、温室効果ガス削減と環境汚染の改善を同時に実現するコベネフィット・ア

プローチを推進するとともに、気候変動と大気汚染の双方に影響を与えるブラック

カーボン等の短期寿命気候汚染物質の国内外の排出実態の情報収集等を実施する。 

【主な予算措置】                          百万円 

    ・コベネフィット・アプローチ推進事業費            108（  128） 

    ・途上国におけるコベネフィット効果検証・実証事業（再掲）   565（   515） 

・日本モデル環境対策技術等の国際展開             88（   88） 

・水環境改善ビジネスの海外展開の推進（アジア水環境改善モデル事業） 

                               298（   73） 

・水環境保全におけるフットプリント導入推進費         15（   7） 

・（新）短期寿命気候汚染物質削減に関する国際パートナーシップ 

拠出金関連業務（再掲）                   303（    0） 
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（３）化学物質対策の推進 

水俣病と同様の健康被害や環境破壊が繰り返されることのないよう、国際的な水銀

対策の推進に積極的に貢献するとともに、2020年までに化学物質の著しい悪影響を最

小化するとの国際目標（WSSD2020年目標）の達成に向けた戦略を示す SAICM国内実施

計画等に基づき、我が国における包括的な化学物質対策の確立のための取組を推進す

る。 

 

① 水銀規制に関する条約制定等の推進 

水銀規制に関する「水俣条約」の実現に向け、国際交渉に積極的に貢献するとと

もに、条約の採択・署名のための外交会議を我が国で開催する。また、条約の早期

批准に向けた国内担保措置の検討を進める。 

【主な予算措置】                          百万円 

  ・（新）水銀条約外交会議開催経費                   400（     0） 

・水銀対策に関する戦略策定事業                75（    64） 

 

② 包括的な化学物質対策の確立 

    優先的に評価が必要とされる化学物質の重点的な環境調査や、化学物質のライフ

サイクル全体のリスク削減のための取組等を進めるとともに、化学物質の審査の強

化等について制度的・技術的検討を行う。また、我が国の化学物質管理政策の知見

を活用した、アジア各国の化学物質管理制度の高度化促進を図るための国際協力を

推進する。 

【主な予算措置】                          百万円 

  ・化学物質審査規制法の優先評価化学物質に係る環境調査事業    54（ 45） 

・化学物質審査規制の強化に向けた戦略検討調査               35（ 35） 

・（新）化学物質の事故時・災害時等に関する対応強化検討事業    40（  0） 

・ＳＡＩＣＭ国内実施計画実施推進事業                   14（ 13） 

・ＰＯＰｓ（残留性有機汚染物質）条約総合推進費               150（156） 

・（新）我が国とアジアにおける化学物質管理制度の高度化促進事業  300（  0） 

 

③ 人の健康や環境への影響のさらなる解明 

大規模な疫学調査等を通じて子どもの健康に影響を与える環境要因を明らかにす

る。また、ナノ材料の安全性や化学物質の複合影響等未解明な問題について、検討・

調査を進める。 

【主な予算措置】                          百万円 

  ・子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）   6,480（ 4,526） 

・化学物質の内分泌かく乱作用に関する評価等推進事業         213（   234） 

・化学物質の人へのばく露総合調査事業費               118（   102） 

・ナノ材料の環境影響未然防止方策検討事業               18（    16） 

・化学物質複合影響評価等調査費                   60（    29） 

 



【特別重点要求：グリーン分野】

・
再生可能エネルギー出力安定化のための蓄電池導入促進
事業

10億円

(新) 地熱開発加速化支援・基盤整備事業 5億円

(新)
地域循環型バイオガスシステム構築モデル事業（農林水産
省連携事業）

10億円

(新) 地域における課題解決型バリューチェーン形成促進事業 10億円

(新)
地中熱利用ヒートポンプシステムの普及促進を図るための技
術開発推進事業

2億円

・
いぶき（ＧＯＳＡＴ）観測体制強化及びいぶき後継機開発体制
整備

37億円

・ 環境研究総合推進費【拡充分】 49億円

・ 処理困難な産業廃棄物事案の支障除去等推進費 48億円

・ 使用済小型電気電子機器リサイクル推進事業費 34億円

・ 循環型社会形成推進交付金（高効率ごみ発電施設） 159億円

(新)
我が国とアジアにおける化学物質管理制度の高度化促進事
業

3億円

日本再生戦略に関連する特別重点要求・重点要求一覧
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【特別重点要求：ライフ分野】

・
子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）【拡充
分】

21億円

【重点要求】

(新) 日本の宝・国立公園の魅力向上による元気な地域づくり事業 20億円

・ 日系静脈産業メジャーの育成・海外展開促進事業 9億円

・
水環境改善ビジネスの海外展開の推進
（アジア水環境改善モデル事業）

3億円

(新)
持続可能な社会を担う人材育成事業
～ESDに従った環境教育プログラム先進地域の形成～

3億円

(新) 廃棄物処理施設災害対策整備費補助金 10億円

(新) 環境保全に係る協働取組による地域活性化促進事業 3億円

(新)
災害に強い国土・地域の構築のための総合的な水管理推進
事業

6億円

(新)
福島におけるゲノム解析による放射線遺伝影響調査（福島ゲ
ノム調査）

8億円

(新)
福島県立医科大学におけるリスクコミュニケーション拠点の
強化

5億円

特別重点要求（グリーン分野）　　計 366億円

特別重点要求（ライフ分野）　計 21億円

重点要求　　　　　　　　計 66億円

合計 453億円
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平成 25年度環境省税制改正要望の概要 

 

１．公平で効率的な税制全体のグリーン化の推進            

 

    第４次環境基本計画に基づき、持続可能な社会を構築するため、低炭素・循環

型・自然共生など幅広い環境分野において税制全体のグリーン化を推進し、公平

で効率的な税制を実現する。 

  エネルギー課税については、本年 10 月から段階的に施行される「地球温暖化

対策のための税」を着実に実施し、エネルギー起源ＣＯ２の排出抑制対策を強化

するとともに、他のエネルギー課税（揮発油税や軽油引取税等）についても、環

境負荷抑制効果を適切に確保し、その税収を国・地方の森林吸収源対策を含めた

地球温暖化対策等に優先的に充当する。 

  車体課税については、現行の車体課税のグリーン化による環境効果を十分踏ま

え、地球温暖化・公害対策の一層の推進、汚染者負担による公害健康被害補償の

ための安定財源確保の観点から、関連する税制も含め総合的・体系的に一層のグ

リーン化を検討する。 

 

 

２ 個別のグリーン化措置                   

 

（１） 低炭素社会 

 

（環境投資） 

 環境関連投資促進税制（グリーン投資減税）（法人税、所得税）【拡

充・延長】 

環境関連投資に係る法人税の特別償却等の特例措置について、風力発電設備の

設備要件緩和、コージェネレーションに係る即時償却の創設、対象設備の追加（下

水熱利用設備、バイオガス精製設備等）、税額控除の対象拡充（中小企業→全企

業）、一部設備の税額控除率引上げ（７％→15％）などの拡充を行った上、適用

期限を２年間延長する。 

 

 

 



 

- 24 - 

 

 コージェネレーションに係る課税標準の特例（固定資産税）【新規】 

コージェネレーションに係る固定資産税について、課税標準を最初の３年間、

課税標準となるべき価額の１／３に軽減する特例措置を創設する。 

 

（省エネ住宅） 

 住宅の省エネリフォームに係る投資型減税（所得税）【拡充・延長】 

一定の省エネ改修工事を行った場合、その工事費用の額と、当該工事に係る標

準的な工事費相当額とのいずれか少ない金額の 10％を所得税額から控除する特

例措置の適用期限を、２年間延長するとともに、対象工事を拡充する。 

 

 住宅の省エネリフォームに係るローン減税（所得税）【拡充】 

一定の省エネ改修工事を含む増改築工事費用に相当する住宅ローンの残高の

うち、特定の省エネ改修工事分の２％を５年間にわたり所得税額から控除する措

置の対象工事を拡充する。 

 

 既存住宅の省エネ改修に係る固定資産税の軽減措置（固定資産税）

【延長】 

既存住宅において、一定の省エネ改修工事を行ったものについて、改修工事が 

完了した年の翌年度分に限り、当該住宅に係る固定資産税の税額から３分の１を

減額する措置について、その適用期限を３年間延長する。 

 

（バイオ燃料） 

 バイオディーゼル燃料等の軽油引取税に係る課税標準の特例（軽油

引取税）【新規】 

バイオディーゼル燃料を混和して製造された軽油について、特約業者が販売業

者を通して販売する場合に、その製造に使用されたバイオディーゼル燃料に相当

する軽油引取税を軽減する特例措置を創設する。 

 

 バイオエタノール等揮発油に係る課税標準の特例（揮発油税、地方

揮発油税）【延長】 

バイオマス由来燃料を混和して製造されたガソリンについて、バイオマス由来

燃料に含まれるエタノールに相当する揮発油税及び地方揮発油税を軽減する特

例措置の適用期限を５年間延長する。 
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（自動車インフラ） 

 低公害車用燃料供給設備に係る課税標準の特例措置（固定資産税）

【延長】 

低公害車（燃料電池自動車及び天然ガス自動車）の燃料供給設備（水素充填設

備及び天然ガス充填設備）に係る固定資産税の課税標準の特例措置（３分の２）

の適用期限を２年間延長する。 

 

（２） 循環型社会 

 

 廃棄物処理業用設備に係る法定耐用年数の短縮（法人税、所得税）【新

規】 

現行 17 年とされている廃棄物処理業用設備に係る法定耐用年数を、実態に合わ

せ短縮する。 

 

（３） 自然共生型社会 

 

 対象鳥獣捕獲員に係る狩猟者の登録における狩猟税の税率の特例（狩

猟税）【延長】 

鳥獣被害防止特措法に規定する対象鳥獣捕獲員に係る狩猟税の税率の特例措置

（２分の１）の適用期限を３年間延長する。 

 

（４） 安全確保社会 

 

 汚染廃棄物等の処理施設の設置に係る簡易証明書制度（譲渡所得の課

税の特例）（所得税、法人税）【新規】 

放射性物質汚染対処特措法に基づく汚染廃棄物等の処理施設の設置に際して、

簡易証明書を発行することで、土地等の所有者が譲渡所得の課税の特例を受けら

れる仕組みを導入する。 

 

（５） その他（基盤的施策） 

 

 試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除（法人税、所得税）【拡

充】 

試験研究費の総額に係る税額控除に係る限度額について、法人税額の 20％（現

行）から 30％（平成 21 年度から 23 年度の水準）に再度引上げる措置を講じる。 



- 26 -

平成25年度環境省財政投融資の要求概要

日本政策金融公庫による現行の環境・エネルギー対策貸付を継続して実施しつ

つ、以下の点について拡充を行う。

（１）使用済小型電子機器等の再資源化の促進（経済産業省との共同要求）

使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律に基づく再資源化事業計

画の認定を受けた者（認定事業者）及び認定事業者から委託を受けた者を貸付

対象者とし、認定事業者等が事業を行いやすい環境を整えるため、新たに整備

する施設・設備等の資金及び運転資金に係る貸付利率を低利とする。

（２）都市における建築物の低炭素化の促進（国土交通省との共同要求）

建築物の低炭素化を促進するため、都市の低炭素化の促進に関する法律に基づ

く認定低炭素建築物の建築主等を貸付対象者とし、認定低炭素建築物の新築や

改築、改修等の設備資金に係る貸付利率を低利とする。
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